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子会社の異動（株式の一部譲渡）、業務提携契約の締結ならびに連結決算および個別決算における

関係会社株式売却益計上の予定に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、連結子会社である株式会社アイチコーポレーション（以下、「アイチ

コーポレーション」といいます）の普通株式の一部を、伊藤忠商事株式会社（以下、「伊藤忠商事」といいます）

に譲渡（以下、「本株式譲渡」といいます）することを決議し、本日付で株式譲渡契約を締結しましたので、下

記のとおりお知らせします。また、当社は、本日開催の取締役会において、アイチコーポレーションおよび伊

藤忠商事との三社間における業務提携契約の締結について決議し、本日付で契約を締結しましたので、併せて

お知らせします。 

なお、本株式譲渡は、当社が本日付で公表した「当社子会社による自己株式の公開買付けおよび当社による

応募に関する決定のお知らせ」においてお知らせした、アイチコーポレーションによる自己株式の公開買付け

（以下、「本公開買付け」といいます）および当社による本公開買付けへの応募と合わせた一連の取引（以下、

「本取引」といいます）として、本公開買付けの決済完了後に実行される予定です。 

本公開買付けにより、アイチコーポレーションは当社の子会社でなくなる見込みですが、本公開買付けへの

応募状況により、本公開買付けにおいて当社がアイチコーポレーションに対して譲渡する株式数は変動するこ

ととなるため、アイチコーポレーションが引き続き当社の子会社となる可能性もあります。その場合であって

も、本株式譲渡により、アイチコーポレーションは当社の子会社でなくなる予定です。本取引の完了後、アイ

チコーポレーションに対する当社の議決権の所有割合は 20％以上になる見込みであり、アイチコーポレーショ

ンは当社の持分法適用会社となる予定です。 

 

 

記 

 

１．株式譲渡および業務提携の理由 

当社は、これまで親会社としてアイチコーポレーションに様々な経営リソースを提供し、その成長を支援す

るとともに、スキッドステアローダー（以下、「SSL」といいます）の生産・開発において、事業パートナーと

して深く協業してきました。 

アイチコーポレーションは、国内の電気・通信用高所作業車市場において、トップランナーとして圧倒的な

シェアを保持し、トラックマウント式および自走式高所作業車を中心に、各種特殊車両を製造・販売し、社会

インフラ整備に携わるお客様の作業の安全性の向上や効率化、災害復旧作業の支援を通じて社会に貢献するこ

とを、成長戦略の基軸としております。また、アイチコーポレーションは、2027年度を最終年度とする中期経

営計画において、①レンタル業界や海外を中心とした売上拡大戦略、②生産能力増強、③多方面へのアライア

ンス連携とM&Aも含めた積極的な開発投資を成長戦略に掲げ、企業価値向上に向けて取り組んでおります。 

 

 



当社は、アイチコーポレーションのさらなる成長と企業価値向上のための施策について、同社と協議を重ね、

同社の上場企業としての独立性を維持したうえで、当社とともに中長期的な視点で同社の成長を支援いただけ

る新たなパートナーを招聘することが最善であるとの考えに至りました。当社は、パートナー候補として伊藤

忠商事と継続的に協議を行い、以下のような強みを持つ伊藤忠商事はベストパートナーになり得ると考え、ア

イチコーポレーションが実施する本公開買付けに応募すること、および、当社が保有する株式の一部を伊藤忠

商事に譲渡することで同社をアイチコーポレーションの株主として迎えるとともに、アイチコーポレーション、

伊藤忠商事および当社の三社間で業務提携を行うことといたしました。 

＜伊藤忠商事の強み＞ 

① 国内のリース/レンタル・中古車流通・アフターサービス領域における強固なネットワークと豊富なノウ

ハウを活用することで、アフターサービスおよび中古車販売の強化による収益拡大や保有型ビジネスの

推進支援が可能 

② 世界各国に張り巡らされた既存ネットワークを活用し、戦略立案や現地パートナー開拓における支援が

可能 

③ メーカーとの協業で新たな収益機会の創出を行ってきた豊富な経験に基づくノウハウを活用可能 

 

本取引完了後には、アイチコーポレーションは当社の持分法適用会社となり連結対象から外れるものの、さ

らなる拡大を目指す SSL事業を中心に、車両の自動化、電動化、稼働管理といった多様化するお客様のニー

ズへの対応など、当社は引き続き様々な分野でアイチコーポレーションとの協業を深化させていきます。 

 

本取引を通じて得られる資金について、当社は基盤投資や成長投資、株主還元の原資として活用し、企業価

値の更なる向上に努めてまいります。 

 

２．業務提携の内容 

当社、アイチコーポレーションおよび伊藤忠商事は、三社間の業務提携を通じて、アイチコーポレーション

の日本市場およびグローバル市場における中長期的な事業成長を実現し、各社の企業価値を向上させてまいり

ます。今後、具体的な業務提携内容について協議し、各業務提携の進捗状況を精査するための業務提携委員会

を設置する予定です。 

 

３．本公開買付けの買付者、異動する子会社および業務提携の相手先（アイチコーポレーション）の概要 

（１） 名 称 株式会社アイチコーポレーション 

（２） 所 在 地 埼玉県上尾市大字領家字山下 1152番地の 10 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 山岸 俊哉 

（４） 事 業 内 容 
電力・電気・電話・通信工事用機械化車両、および建設・荷役・造船・

鉄道用等工事用機械化車両の製造・販売 

（５） 資 本 金 10,425百万円（2024年 12月 31日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 1962年 2月 2日 

（７） 
大株主および持株比率 

（2024年 9月 30日現在） 

株式会社豊田自動織機  54.35% 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5.55% 

光通信株式会社 3.44% 

NDS株式会社 2.78% 

アイチコーポレーション従業員持株会 1.81% 

いすゞ自動車株式会社 1.71% 

AVI JAPAN OPPORTUNITY TRUST PLC 

（常任代理人株式会社みずほ銀行決済営業部） 
1.57% 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1.49% 

愛協会 1.19% 

愛栄会 1.02% 



（８） 
上 場 会 社 と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 
当社はアイチコーポレーションの発行済株式総数（自

己株式を除く）の 54.35%を所有しております。 

人 的 関 係 
当社の執行職がアイチコーポレーションの監査等委員

である取締役に就任しております。 

取 引 関 係 

アイチコーポレーションは、当社および当社のグルー

プ会社との間に一部製品・サービスの取引関係があり、

開発においても協業しております。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 

アイチコーポレーションは当社の連結子会社であり、

関連当事者に該当します。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績および連結財政状態 

決算期 2022年 3月期 2023年 3月期 2024年 3月期 

 連 結 純 資 産 76,043百万円 78,573百万円 81,789百万円 

 連 結 総 資 産 90,559百万円 95,695百万円 94,921百万円 

 １ 株 当 た り 連 結 純 資 産 1,006.05円 1,044.71円 1,096.95円 

 連 結 売 上 高 56,591百万円 60,678百万円 53,129百万円 

 連 結 営 業 利 益 6,861百万円 7,351百万円 6,341百万円 

 連 結 経 常 利 益 7,736百万円 8,016百万円 7,018百万円 

 
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 
5,644百万円 5,958百万円 5,270百万円 

 １株当たり連結当期純利益 74.09円 79.16円 70.26円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 34.00円 36.00円 40.00円 

 

４．株式譲渡および業務提携の相手先（伊藤忠商事）の概要 

（１） 名 称 伊藤忠商事株式会社 

（２） 所 在 地 大阪市北区梅田 3丁目 1番 3号 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 COO 石井 敬太 

（４） 事 業 内 容 総合商社 

（５） 資 本 金 253,448百万円（2024年 12月 31日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 1949年 12月 1日 

（７） 純 資 産 6,364,510百万円（2024年 12月 31日現在） 

（８） 総 資 産 15,742,584百万円（2024年 12月 31日現在） 

（９） 
大株主および持株比率 

（2024年 9月 30日現在） 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 15.99% 

BNYM AS AGT/CLTS 10 PERCENT 

（常任代理人：株式会社三菱 UFJ銀行） 
9.13% 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 5.29% 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 

（常任代理人：株式会社みずほ銀行決済営業部） 
2.61% 

日本生命保険相互会社 2.38% 

株式会社みずほ銀行 2.18% 

CP WORLDWIDE INVESTMENT COMPANY LIMITED 

（常任代理人：株式会社みずほ銀行決済営業部） 
2.07% 

JPモルガン証券株式会社 1.85% 

STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 

（常任代理人：株式会社みずほ銀行決済営業部） 
1.75% 

JP MORGAN CHASE BANK 385781 

（常任代理人：株式会社みずほ銀行決済営業部） 
1.36% 



（10） 
上場会社と当該会社の関

係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 
伊藤忠商事は、当社および当社のグループ会社との間

に一部製品・サービスの取引関係があります。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

 

５. 譲渡株式数、譲渡価額および異動前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

40,521,000株 

（議決権の数：405,210個） 

（議決権所有割合：54.35％（注 1）） 

（２） 譲 渡 株 式 数 未定（注 2） 

（３） 譲 渡 価 額 未定（注 2） 

（４） 異動後の所有株式数 未定（注 2） 

（注1） 議決権所有割合とは、アイチコーポレーションが2025年 1月30日付で公表した「2025年3月期 第

3四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」に記載された2024年 12月31日現在のアイチコーポレーショ

ンの発行済株式総数（74,570,000株）から、同日現在のアイチコーポレーションが所有する自己株式

数（9,852株）を控除した株式数（74,560,148株）に係る議決権数（745,601個）に対する、その保

有するアイチコーポレーションの普通株式に係る議決権数の割合をいい、小数点以下第三位を四捨五

入しております。 

（注2） アイチコーポレーションは、本公開買付けにおいて、10,000,000株を買付予定数の上限として設定し

ており、本公開買付けへの応募状況により、本公開買付けにおいて当社がアイチコーポレーションに

対して譲渡する株式数は変動することとなります。そのため、譲渡株式数、譲渡価額及び異動後の所

有株式数は、確定次第開示いたします。なお、本株式譲渡により伊藤忠商事に譲渡される株式数は、

17,608,900株（議決権の数：176,089個）、譲渡価額は23,683百万円（1株当たり1,345円）です。 

 

６．日程 

（１） 取締役会決議日 2025年 3月 19日 

（２） 公開買付応募契約書締結日（当社、アイチコーポレーション） 2025年 3月 19日 

（３） 株式譲渡契約締結日（当社、伊藤忠商事） 2025年 3月 19日 

（４） 業務提携契約締結日（当社、アイチコーポレーション、伊藤忠商

事） 
2025年 3月 19日 

（５） 本公開買付けの決済の開始日 2025年 5月 14日（予定） 

（６） 本株式譲渡の実行日 2025年 5月 15日（予定） 

 

７．今後の見通し 

本取引の実行に伴い、当社は、2026年 3月期の個別決算における特別利益として、最大で 31,673百万円（注

3）の関係会社株式売却益を計上する予定です。また、同期の連結決算においても、その他の収益として関係会

社株式売却益を計上する見込みですが、具体的な金額については、確定した段階で速やかにお知らせいたしま

す。 

 

（注3） 本公開買付けにおいて当社がアイチコーポレーションに対して譲渡する株式数が 10,000,000 株（本

公開買付けにおける買付予定数の上限）となった場合の金額を最大値として記載しており、実際の金

額は本公開買付けへの応募状況により変動します。 

 

以 上 

 



（参考）当期連結業績予想（2025年 1月 31日公表分）および前期連結実績 

 
売上高 営業利益 税引前利益 

親会社の所有者に

帰属する当期利益 

当期連結業績予想 

（2025年 3月期） 
3,900,000百万円 220,000百万円 345,000百万円 260,000百万円 

前期連結実績 

（2024年 3月期） 
3,833,205百万円 200,404百万円 309,190百万円 228,778百万円 

 


